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小さな仕事を承継する「継業エコシステム」の構築による多様で豊かな地域づくり

ご提案書

令和5年9月28日 
ココホレジャパン株式会社



会社概要
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会社名　　：　ココホレジャパン株式会社 
社員数　　：　5名 
設立　　　：　2013年7月9日 
事業概要　：　岡山県、瀬戸内海を拠点をする、地方創生、SDGs領域に専門性を持つ、 
　　　　　　　全員が移住者のコンテンツ制作プロダクション。 
　　　　　　　道の駅にたまねぎのUFOキャッチャーを置くなどした「おっタマげ！淡路島」、 
　　　　　　　竹中工務店と森林資源の活用を啓発する「キノマチプロジェクト」などを展開。 
　　　　　　　2020年に第2創業と位置づけ、「ニホン継業バンク」を公開。



弊社強み
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①移住者、地方在住者、継業経験者の視点、課題認識

②地方創生領域の知見とコンテンツ制作力



ご提案背景：一次産業従事者の推移
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一次産業の従事者は年々減少 
特に農業では、65歳以上の割合が高く、 
深刻な高齢化が進んでいる

69.8%
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参考事例

・後継者不在は自分たちだけの問題 
・後継者を見つける術がないから廃業を選択

金目鯛　水揚げ日本一　S市

金目鯛船の2隻が廃業したら、
自分たちも廃業するつもり

2事業者（隻）が 
廃業を検討しているらしい

名物である金目鯛の消失が、目の前に迫っている… 
ふるさと納税の返礼品も観光資源も消失の危機

仲買人 漁協

・どの事業者が後継者不在なのか把握していない 
・廃業されたら困るが、支援方法が分からない

後継者不在を「個人の課題」ではなく「地域の課題」として捉え直し、 
事業承継による地域外からの担い手確保が急務 5
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ご提案方針

①事業承継版・空き家バンク＝ニホン継業バンクを活用 
自治体関与型の事業承継支援サービスとして、約30市町村の事業承継支援に伴走した実績を持つ 
継業バンクのソリューションとノウハウを活用し、地域の一次産業の後継者課題解決に取り組みます。 

②事業承継 ✖ 移住 
継業バンクの情報発信力を活かし、地域外の潜在的な継ぎ手候補に情報をリーチします。 
また、これまでの自治体連携による事業承継支援のノウハウを活かし、移住施策と連携した継ぎ手募集を行い
ます。 

③一次産業に特化した事業承継支援 
一次産業の事業承継に特化し、特有の承継課題に配慮・対応し、M&Aに限定されない多様な継ぎ方を提案し、
マッチングに導きます。
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各業界における事業承継構造
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事業性 
（譲渡額）

承継にかかる時間 
（承継に時間がかかるものほど、地域性も高い傾向）

地域の中核企業

小売業 
サービス業 
飲食業 
観光業

ものづくり産業

一次産業 
伝統工芸 
特産品

地域行事・お祭り

中小企業・小規模事業者数 
約380万者 

うち、小規模事業者 
約300万者 

中小製造業－58.8万社 
一次産業従事者数－315万人

1億円

農地の取得、生産技術の承継など 
事業承継において時間がかかる



農業における後継者確保の状況
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5年以内の後継者の確保状況別経営体数　

確保していない
71.0%

5年以内に農業経営を引き継がない
4.6%

5年以内に農業を引き継ぐ後継者を確保している
24.4%

出典：農林水産省,2020年農林業センサス 
Https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/

(764,367)

(262,278)

(49,060)

約107万人6千農業経営体のうち、「5年以内に後継者を確保している」のは全体の24.4% 
農業における後継者の確保は進んでいない。



M&Aの構造的課題
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※GCA FAS[「事業承継M&A市場の動向」／中小企業庁「中小企業の事業承継に関する集中実施期間について」より

全 
国 
／ 
全 
業 
種 
展 
開

地 
域 
／ 
業 
種 
特 
化

譲渡企業規模(小)

譲渡企業規模(大)

大手金融機関 
[証券会社・メガバンク・ファンド等] 

メイン規模：10億円以上

M&A仲介業者[上場 3社] 
メイン規模：3~20億円以上 

業者数：3社　実績：700件超／年

地域金融機関等 
メイン規模：1~20億円

中小のM&Aブティック 
[M&A特化の会計事務所] 
メイン規模：1~10億円以上

事業承継・引継ぎ支援センター 
メイン規模：数千万~10億円 
相談件数：約22,000件 
実績：約1,700件／年

　M&Aのプレイヤー　　　

税理士・会計士等 
[顧問先マッチング] 

メイン規模：数千万円~10億円

地域の小規模な事業や農林水産業は、 
M&Aではでは承継機会が得られにくい



M&A と 継業
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M&A 継業

目的 企業の成長
持続的なまちづくり 
地方創生

優先事項
経済合理性 
事業性

事業性  
地域性 
社会性 
人間性（誰が継ぐか）

方法 株式譲渡 
事業譲渡

株式譲渡 
事業譲渡 
後継者の求人 
弟子 
インターン 
副業 
兼業



Solution
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自治体モール型の事業承継プラットフォーム

事業承継版・空き家バンク 

継業支援（ノウハウ・リソース提供）
+



極小規模事業に特化した後継課題解決型プラットフォーム
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地域（市町村、商工会、地方金融機関等）にサブスクリプションモデルで提供する 

オンライン継業プラットフォーム『ニホン継業バンク』 https://keigyo.jp/

②業種／継ぎ方で検索が可能

④ 事業の内容、魅力を記事で伝える

① 「〇〇継業バンク」の開設

③農業や移住に関する 
情報を掲載

事業者にヒアリング 
した内容をもとに、 
プロのライターと 
編集者が執筆・更新。

https://keigyo.jp/


プラットフォーム特徴

13

Copylight©2023  Kokohore Japan Inc. All Rights Reserved. 

特徴① 地域へのサブスクリプションサービス



プラットフォーム特徴
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特徴②  地域連携によるオフラインサポート



プラットフォーム特徴
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特徴③  多様な継ぎ方の提案



プラットフォーム特徴
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特徴④  全国に広がる拡張性



専用チャットルーム
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＜できること＞ 
☑︎秘密保持契約の締結（利用規約の承認） 
☑︎情報の一元管理／ログの保持

ファイル添付機能により 
履歴書などの添付が可能

※ビジネスモデル特許申請対象

就農希望者の 
個人情報も閲覧可能

チャット形式で、 
就農希望者とやり取り

継業バンクの管理画面では、地域ごとに専用チャットの利用が可能



マッチング後の支援機関との連携イメージ
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②問い合わせ内容 
の共有

専用チャットルームでの問い合わせログの共有 により支援機関等へのスームズな引き継ぎが可能です。

宮崎県 
支援機関 
への相談



日本全国の後継者希望者への発信
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継業バンクの「メールマガジン会員約3,000人」、「SNSフォロワー約8,000人」、記事公開時はニュースサイト
「SmartNews」配信により平均4,000PVと、潜在的な後継者希望者15,000人へ情報を届けることができます。

[ 居住地 ] [ 年齢 ][ 会員数推移 ]

SmartNewsへ配信 8,000フォロワー
1記事あたり平均4,000PV 

（公開直後1週間）

日本全国の約15,000人へのリーチが可能



ニホン継業バンクにおける承継実績
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しいたけ農家 養鶏業

川魚の養殖業

米農家

せり農家 ぶどう農家

掲載案件の約３割が継業



ニホン継業バンクにおける一次産業の承継実績
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募集中
64.7%

継業成立
35.3%

地域内承継
16.7%

地域外承継
83.3%

「継業バンク」ココホレジャパン株式会社調べ（2023年9月）

「ニホン継業バンク」での一次産業における継業成立率は、全体の35.3% 
そのうち、地域外からの承継率は83.３%と、高い割合を占めている。 
後継者マッチングにより、地域外からの移住・定住にもつながっている。

「ニホン継業バンク」での 
一次産業案件ステータス割合 継業成立における地域内外の内訳



一次産業の承継実績①

☑事業者が「継いでくれるなら担い手不在の圃場を使用して良い」と、受入に前向き 

☑移住支援制度を活用し、現地体験。一緒に作業を体験し、仕事内容を深く理解 

☑セリ農家だけでは収益が立てられないが、会社経営者のため兼業で承継が実現

10月 10月 10月末 11月 12月

応募開始 問合せ
オンライン 

面談
現地体験 移住の意思

住居探し 

移住準備

1月～
2022年 2023年

10月頃

移住・ 

承継予定

地域：秋田県北秋田市 

作物：セリ 

応募開始～承継成立の期間：約4ヶ月 

承継方法：後継ぎ（兼業として承継） 

承継者：会社経営者（個人）

ケース①

承継までの流れ

ポイント

承継成立
※承継の意志表明
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一次産業の承継実績②

☑同業を手掛ける法人が承継することで技術の引き継ぎが円滑 

☑事業譲渡を機に新会社を設立 

☑新会社設立に伴い、現地スタッフとして承継先企業より社員が2名移住

6月 6月 6月末 10月 1月 3月～6月
2022年 2023年

8月

地域：兵庫県豊岡市 

作物：養鶏業 

応募開始～承継成立の期間：約7ヶ月 

承継方法：事業譲渡（新会社設立） 

承継者：県外の企業

ケース②

承継までの流れ

ポイント

承継成立
※承継の意志表明

応募開始 問合せ
オンライン

面談
現地視察 基本合意

社員研修 

引き継ぎ

事業譲渡 

契約締結
新農業法人 

設立
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一次産業の承継実績③

地域：石川県七尾市 

作物：原木しいたけ 

応募開始～承継成立の期間：約7ヶ月 

承継方法：弟子 

承継者：会社経営者

ケース③

承継までの流れ

ポイント

応募開始 問合せ 現地視察 承継の意思 弟子入り
個人事業主 

として共同経営
技術の取得

☑高級椎茸の栽培技術の承継 

☑地域や自然（里山）への想いが強い、こだわりの強い事業主 

☑技術の承継を進めながらお互いが個人事業主（雇用関係なし）として、圃場を共同運営

承継成立
※承継の意志表明

6月
2020年

1月 現在4月～
2021年
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一次産業の承継実績④

☑地域の観光拠点であり、廃業した場合の地域への影響が大 

☑河川の使用許可を新たに取るのは困難のため承継は最適な方法 

☑地域おこし協力隊制度を活用した後継者募集

地域：岡山県美作市 

作物：川魚の養殖業 

応募開始～承継成立の期間：1年 

承継方法：後継者（地域おこし協力隊） 

承継者：県外在住の会社員

ケース④

承継までの流れ

ポイント

応募開始 問合せ
現地視察会

開催

協力隊へ 

応募
選考

採用 

移住

3年間の 

引き継ぎ

代表取締役 

就任

4月
2020年

4月
2021年

4月(予定)
2024年

承継成立
※承継の意志表明

9月
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一次産業の承継実績⑤

☑「おためし地域おこし協力隊制度」と、自治体の移住支援制度を活用し、2度の現地体験を実施 

☑承継前の現地体験を設けることにより、事業者と応募者がお互いを知り、承継後のミスマッチを防ぐ

3月10日 3月末 4月 4月末 6月

応募開始 問合せ
オンライン

面談
現地体験１ 現地体験2

2023年

地域：宮城県東松島市 

作物：米農家 

応募開始～承継成立の期間：選考中 

承継方法：後継者（地域おこし協力隊）

ケース⑤

承継までの流れ

ポイント

選考中
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類似実績：秋田県北秋田市「事業承継支援に関する連携協定」
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秋田県北秋田市の事業承継支援の推進に向け、関連６団体と「事業承継支援に関する連携協定」を締結。 
後継者問題に悩んでいる事業者に対する円滑な事業承継支援を行う。

【関連団体先】 
・北秋田市 
・北秋田市商工会 
・秋田たかのす農業協同組合 
・秋田県信用組合 
・株式会社日本政策金融公庫大館市店 
・秋田県事業承継・引継ぎ支援センター

【連携内容】 
・事業承継の取り組みPR・啓発活動 
・マッチング後のフォローアップ 
・支援策の調査研究 
　など円滑な事業承継に向けた支援

「秋田県北秋田市継業バンク」を開設。 
就農者をサポートする支援制度の活用等、 

関係団体との連携により 
りんご農家の後継者を募集。



類似実績抜粋
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業務名 業務概要 発注者 履行期間
令和5年度「継がせたい事業者」 
発掘事業

青森県内3市町村での後継者不在事業者の掘り起こし調査、継
業バンクの提供、運営サポート 青森県 令和5年5月～令和6年3月

安平町事業承継業務 後継者不在事業者の掘り起こし調査、継業バンクの提供、運
営サポート 安平町 令和5年6月～令和6年3月

自治体関与型中小企業事業承継支
援モデル構築・展開事業

自治体職員向けセミナー、東北227自治体の事業承継取り組み
状況調査、事業承継意向調査（風間浦村、北秋田市）

東北経済産業局 
中小機構東北本部 令和4年11月～令和5年2月

高梁川流域小規模事業者向け
事業承継支援事業

高梁川流域10市町村の残したい仕事アンケートの実施、記事
の作成、記事掲載 倉敷市 令和4年7月～令和5年3月

北海道三笠市継業バンク 継業バンクの提供 三笠市 令和2年7月～令和4年3月

秋田県北秋田市継業バンク 事業承継意向調査、継業セミナー、 
継業バンクの提供 北秋田市 令和4年7月～

宮城県東松島市継業バンク 継業バンクの提供 東松島市 令和4年6月～

石川県七尾市継業バンク 継業バンクの提供 （株）七尾まちづく
りセンター 令和3年4月～令和5年3月

新潟県津南町継業バンク 継業セミナー、継業バンクの提供 津南町 令和4年7月～
岐阜県郡上市継業バンク 継業バンクの提供 郡上市商工会 令和2年4月～

兵庫県豊岡市継業バンク 事業承継意向調査、継業バンクの提供 
継業型地域おこし協力隊の運用設計 豊岡市 令和3年7月～

京都府京丹後市継業バンク 継業バンクの提供、継業インターンシップ 京丹後市 令和4年4月～

岡山県津山市継業バンク 継業バンクの提供 つやま産業振興セン
ター 令和4年6月～12月

岡山県美作市継業バンク 継業バンクの提供 美作市 令和2年4月～

岡山県瀬戸内市継業バンク 継業バンクの提供 瀬戸内市移住交流推
進協議会 令和2年1月～令和3年5月

宮崎県日南市継業バンク 事業承継意向調査、継業バンクの提供、 
継業型地域おこし協力隊の運用設計 日南市 令和3年10月～

宮崎県西都市継業バンク 継業バンクの提供 まちづくり西都
KOKOKARA 令和３年12月～令和5年3月

鹿児島県大崎町継業バンク 継業バンクの提供 美山商店（サポータ
ーズ鹿児島） 令和4年12月～令和5年1月
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後継者不在は「当事者の課題」ではなく「地域の課題」として。 
自治体様と連携した事業承継支援を通して、 

地域の多様性を残し、持続的な地域の発展に繋げていきたい。


